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第３回薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発会議 

議事次第 

 

 

                   日 時：平成30年11月21日（水）15:00～16:59 

                   場 所：全国都市会館 第２会議室（3F） 

 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

 （１）薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動の取組実績及び今後の取組予定について 

 （２）今後の薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動の推進に向けた意見交換 

 

３．閉 会 

 

○安居参事官 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第３回「薬剤耐性（AMR）

対策推進国民啓発会議」を開催します。 

 構成員の皆様方におかれましては、御多忙の中、御出席いただき、まことにありがとう

ございます。 

 まず、本会議開催に当たり、古谷内閣官房副長官補から御挨拶をいただきます。 

○古谷副長官補 本日は、毛利議長初め構成員の方々にお忙しい中をお集まりいただき、

感謝を申し上げます。 

 平成28年度に開始をしました本会合は、毛利議長の御指導のもとで、本日、第３回目の

会合を迎えることができました。第１回、第２回では、民間と行政、そして、国民の皆様

方が一体となった薬剤耐性対策の推進について、お願いをしたところでございます。 

 薬剤耐性対策に係る全国的な普及啓発活動を推進するため、毎年11月を薬剤耐性対策推

進月間に設定をしております。政府のみならず、各地域の官民も挙げて推進月間の取り組

みが行われていると伺っております。 

 また、11月５日には、第２回薬剤耐性対策普及啓発活動表彰式が行われまして、毛利議

長には審査委員長として、約半年にもわたりまして御準備にも御尽力をいただきました。

表彰式当日は、大口厚生労働副大臣を初め各省の政務の方々にも御参加をいただき、また、

「薬剤耐性へらそう！」の応援大使でいらっしゃいますJOYさん、篠田麻里子さんによるト

ークイベントも開催をされました。このように、内閣官房を初めとする各省や、本日御参

加をいただいております方々の御協力のもと、さまざまな取り組みが熱心に進められてい
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ると承知をしております。 

 本日は、この１年間の普及啓発の取り組みを総括するとともに、今後の薬剤耐性対策の

さらなる推進に向けて、構成員の皆様方に活発な御議論をお願いしたいと考えております

ので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○安居参事官 どうもありがとうございました。 

 続いて、本会議の議長となります日本科学未来館、毛利衛館長に御挨拶をいただきます。 

○毛利議長 皆さん、こんにちは。お忙しいところをお集まりいただきまして、ありがと

うございます。 

 一昨年、ちょうどこの時期、第１回目の会議を行いまして、そこで提案された普及啓発

活動の表彰を昨年からスタートさせました。応募された方々は初回が74件、それが今年、

皆さんの努力のおかげで96件に増えました。 

 適正な抗生物質の利用のため、2020年までに人の抗生物質の使用量を33％削減するとい

う大きな国の目標があり、そこに向けてどれだけ多くの方々に普及し、どれだけ多くの方

に自発的に取り組んでいただけるかが私たちの最終的な成果となります。今日また、いろ

いろなアイデアをいただきまして、さらなる新しいチャレンジができればと思います。こ

れまでも、医療・介護分野、獣医療・畜水産分野で多くの普及啓発活動があったのですけ

れども、さらに対象を広げるとともに、単なる数ではなくて多様性と質も求めていきたい

と思います。たとえば、今日はメディアの方もいらっしゃいますので、効果的なメディア

の活用もその一つです。 

本会議の活動は、いわば人類の存続に関係してくる重要なものです。AMR対策で日本が率先

して世界のリーダーとして引っ張っていけるように、少しでも御協力できたらなと思いま

す。今日もどうぞよろしくお願いいたします。 

○安居参事官 ありがとうございました。 

 それでは、まず初めに、今回から新たに本会議に御参加いただきます構成員を御紹介し

たいと思います。前回までは国立感染症研究所から細菌第二部長の柴山構成員に御参加い

ただいておりましたけれども、今回からは薬剤耐性研究センターのセンター長であります

菅井基行構成員に御参加いただいております。 

 一言、御挨拶だけお願いいたします。 

○菅井構成員 菅井でございます。 

 2016年にナショナルアクションプランが策定されまして、その中で２つの研究所にセン

ターができました。１つは国立感染症研究所に薬剤耐性研究センター、そして、もう一つ

は国立国際医療研究センターに、今日、具先生がいらしておられますけれども、AMRのCRC、

クリニカルリサーチセンターというものができました。私は感染研にできました薬剤耐性

研究センターのセンター長に、今年１月に赴任しました。よろしくお願いいたします。 

 私は実は前職が広島におりまして、広島で薬剤耐性菌のサーベイランスをやっておりま

して、実はこの１回目の対策推進の賞に応募したのですけれども、落選しまして、まさか
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その私がここに来ることになるとは夢にも思っておりませんでした。よろしくお願いいた

します。 

○安居参事官 ありがとうございました。 

 また、本日、御欠席されておりますけれども、全国保健所長会の宇田構成員が山中構成

員に交代されておりますので、御紹介いたします。なお、本日は、山中構成員の代理とし

て、鳥栖保健所の中里所長に御参加いただいております。 

 次に、構成員の出欠状況ですが、大曲構成員、釜萢構成員、菅構成員、西野構成員から

は、本日、御欠席の連絡をいただいております。また、本日は薬剤耐性対策普及啓発活動

に御賛同いただいた団体にも御出席いただいておりますので、お知らせいたします。 

 なお、古谷副長官補におかれましては、公務の都合上、会議中盤で退席させていただき

ます。 

 カメラ撮りはここまでとなりますので、よろしく御理解のほどをお願いいたします。 

 この会議は公開のため、会議での議論の内容は政府のホームページに議事録として掲載

される予定ですので、あらかじめ御了承くださいますよう、お願い申し上げます。 

 では、議事に入ります前にお手元の資料の確認をさせていただきます。 

 クリップを外していただきまして。 

 資料１ 内閣官房提出資料 

 資料２ 厚生労働省提出資料 

 資料３ 農林水産省提出資料 

 資料４ 内閣府食品安全委員会事務局提出資料 

 資料５ 文部科学省提出資料 

 資料６ 阿真構成員提出資料 

 資料７ 具構成員提出資料 

 資料８ 舘田構成員提出資料 

 資料９ 日本獣医師会提出資料 

 資料10 全国保健所長会提出資料 

 資料11 日本製薬工業協会提出資料 

 資料12 議題２論点 

 でございます。 

 このほか、参考資料１、２、３を配付しております。 

 不足する資料がございましたら、事務局までお申しつけください。 

 では、議事に入りたいと思います。 

 ここからの進行は毛利議長にお願いしたいと思います。毛利議長、よろしくお願いしま

す。 

○毛利議長 それでは、これから議事を進めさせていただきたいと思います。限られた時

間の中、今日はたくさんの方々に発言していただきたいと思いますので、どうぞ御協力を
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お願いします。 

 それでは、初めに議題１「薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動の取組実績及び今後の取組

予定について」、政府、有識者の先生方、そして、関係団体から、薬剤耐性にかかわる普

及啓発活動について、これまでの取り組み実績及び今後の予定について、御報告をお願い

したいと思います。 

 それでは、まず政府からよろしくお願いいたします。 

 内閣官房の塚本構成員、報告をお願いします。 

○塚本構成員 内閣官房国際感染症対策調整室長の塚本でございます。 

 資料１をご覧いただきたいと思います。 

 １ページのところに、２年ほど前につくられたアクションプランに基づいてAMR対策を進

めているところでございます。特に普及啓発に関しましては、２ページ目にございますよ

うに平成28年度から11月をAMR対策推進月間としております。今年の11月のこの月間内にお

ける政府全体としての取り組み状況をまとめたのが２ページでございます。また各省から

も御説明があると思いますので、この中で、内閣官房で取り組んでいる主な事柄について

御紹介をしたいと思います。 

 ３ページをお開きいただければと思います。冒頭、挨拶にもございましたが、第２回の

AMR対策普及啓発活動表彰を11月５日に行ったということでございます。応募事例、議長の

御挨拶にもございましたが、今回は96件の応募をいただき、その中から６団体を表彰する

ことといたしました。 

 薬剤耐性対策推進国民啓発会議議長賞、文部科学大臣賞、厚労大臣賞、農水大臣賞、そ

して、応援大使賞という６つの賞ということでございます。国民向けの普及啓発が議長賞、

研究教育関係が文部科学大臣賞、医療関係が厚生労働大臣賞、それから、動物関係が農林

水産大臣賞、そして、応援大使に選んでいただいたということでございます。 

 お手元に、こちらの表彰式、トークイベントで使いましたパンフレットがございますの

で、ご覧いただければと思います。４ページ目から受賞団体の紹介がございます。 

 秋田の感染対策協議会、議長賞でございますけれども、35年にわたる活動ということ。

それから、医療機関だけではなくて介護施設まで巻き込んでの活動になっているというこ

とで受賞となっております。 

 次のページ、文部科学大臣賞。こちらは中央大学西川ゼミの学生さんも含めての研究と

いうことで、特に環境下における耐性菌の状況について研究をされ、メディアにも取り上

げられたということで、特徴ある活動ということで表彰となってございます。 

 厚生労働大臣賞、こちらはEBIC研究会でございまして、グラム染色の実技講習などで実

績を挙げられているということで受賞でございます。 

 次、農林水産大臣賞、こちらは大分県の農林水産研究指導センター。畜産関係での薬剤

耐性対策というのはこれまでも活動があったわけでございますけれども、特に魚の薬剤耐

性という問題に取り組まれていることでの受賞でございます。 
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 応援大使賞、JOYさんのほうは草の根的な活動に対しての表彰ということでございますし、

篠田麻里子さんは神戸大学の大学病院の一定の抗菌薬の病院での使用をやめた。100％やめ

るというところまでの取り組みはこの神戸大学が先鞭をつけたということで表彰というこ

とでございます。 

 資料に戻っていただきまして、この表彰式に引き続きまして応援大使を交えたトークイ

ベントを開催してございます。事業構想大学院大学の学長の田中先生を司会として、今日

は御欠席ですけれども、大曲先生、そして、出席いただいています田村先生に御登壇をい

ただき、応援大使とトークショーを行っていただきました。特に今回はワンヘルスという

ことで動物などを含めてのトークということで、私も参加しましたが、本当にわかりやす

いトークということでございまして、この中身については恐らく12月の上旬になるかと思

いますけれども、内閣官房あるいは政府広報オンラインのホームページにも掲載しますの

で、一度ご覧いただければと思っております。 

 ５ページでございますが、政府広報の実績ということでございまして、11月16日にオレ

ンジページ、ここに書いているような記事でございます。明日、11月22日の週刊文春で雑

誌記事広告を予定しております。 

 私からは以上でございます。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 それでは、続いて、厚生労働省の吉永構成員からよろしくお願いいたします。 

○吉永構成員 厚生労働省審議官の吉永でございます。 

 私からは資料２に基づきまして、厚生労働省におきますAMR対策の取り組みにつきまして、

特に昨年11月以降の取り組みを中心に御説明申し上げます。 

 １ページ目をご覧いただければと思います。我が国のAMR対策の大枠を記したものでござ

います。我が国におけますAMR対策につきましては、平成28年４月に策定いたしましたアク

ションプランに基づいて実施しております。アクションプランはここにございます６つの

柱、19の戦略から構成されておりますが、厚生労働省はスライドの中の黒字の取り組みを

主に行っているものでございます。なお、このうち薬剤耐性の国民、医療従事者向けの啓

発活動につきましては、国立国際医療研究センターの中のAMR臨床リファレンスセンターが

啓発に向けた取り組みを行っておりますが、後ほど御報告があると聞いております。 

 スライドの２ページ目でございます。アクションプランにおきましては、抗菌薬使用量

と薬剤耐性菌耐性率の数値目標を掲げております。これらの数値はワンヘルスアプローチ

の観点から、ヒトの医療分野と畜産分野の両分野の数値目標を設定しているものでござい

ます。抗菌薬使用量と薬剤耐性菌耐性率に関する数値データは、厚生労働省あるいは農林

水産省が管理するデータベース上で統合されて統合的な分析、評価を実施することができ

るようになってございます。これらのデータを用いまして、昨年10月にヒト・動物・環境

の薬剤耐性菌にかかわる動向調査をまとめたワンヘルス動向調査年次報告書2017を公表し

ております。2018年度版につきましては、現在、作成中で、間もなく公表できると考えて
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いるところでございます。 

 ３ページ目でございます。国際協力に関する取り組みについて御報告させていただきま

す。昨年11月13日と14日にAMRワンヘルス東京会議という国際会議を主催してございます。

この国際会議には、アジア太平洋の諸国の保健、農業、畜産等を担当いたします行政分野

のAMR担当者のほか、WHOの西太平洋事務局といった国際機関も参加をいただいたところで

ございます。各国の取り組みを共有することでアクションプラン策定の促進のほか、AMR

サーベイランス体制が整っていない国や地域において、今後、どのように検査体制、情報

収集システムを構築するか、その支援策につきまして検討が行われたところでございます。 

 ４ページ目でございます。国内におきます抗菌薬適正使用の取り組みについて御紹介申

し上げます。厚生労働省では、日本で使用される抗菌薬のうち、90％が外来診療で処方さ

れる経口抗菌薬であることに注目して、外来診療の現場で活用ができる抗微生物薬適正使

用の手引きを作成し、昨年６月に発表いたしております。この手引きの中では、感冒など

ウイルスに起因とすると考えられる患者につきましては、抗菌薬を処方しないことを推奨

しているところでございます。 

 また、保護者が子供に対して適切に抗菌薬を使用していただくために、AMR対策に関する

記載を母子手帳に追加いたしました。具体的な内容といたしましては、抗菌薬は風邪に効

かないということなどを記載しているところでございます。 

 さらに、抗微生物薬の添付文書の改訂も行っております。その中で、抗微生物薬適正使

用の手引を参照の上、本剤の投与が適切と判断される場合に投与すべき旨を明記している

ところでございます。 

 スライドの５ページ目でございますけれども、そのほかの取り組みといたしまして、平

成30年度の診療報酬改定におきまして、小児外来診療におきます抗菌薬の適正使用の推進

を行っているところでございます。具体的には、抗菌薬の使用をする必要がない場合には、

医者がその旨を患者本人や御家族に適切に説明し、本人などに御納得いただいた場合につ

きまして、医師に対して小児抗菌薬適正使用支援加算として80点の加算を行うというもの

でございます。 

 ６ページ目でございます。AMRに関するサーベイランス動向調査についての取り組みでご

ざいます。本年10月22日に開催されましたワンヘルス動向調査検討会で報告されました

2017年の成果指標のうち、例えば肺炎球菌のペニシリン非感受性率は目標に向けて低減し

ていることがわかります。また、抗菌薬の販売量に基づく使用量に関しましても、全抗菌

薬では2013年比で7.3％減少していたと報告されております。このようにワンヘルス動向調

査によりまして、アクションプランで掲げました数値目標に対するフォローアップを行っ

ているところでございます。 

 最後に７ページ目になりますけれども、AMR対策における現状と今後の展望につきまして、

御報告いたします。 

 まずAMR対策の現状でございますけれども、先ほど御説明させていただきましたとおり、
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販売量に基づく全抗菌薬使用量は減少しているという一方、黄色ブドウ球菌等の耐性率は

依然として目標に近づいていないという状況にございます。今後の展望といたしましては、

これらのデータを用いまして、アクションプランで掲げました目標の達成に向けて適切な

施策を推進していきたいと考えているところでございます。 

 現時点で行う予定の施策といたしましては、１点目といたしましては、抗菌薬適正使用

の手引きを改訂いたしまして、乳幼児領域におけます疾患を新たに追記していきたいと考

えております。また、平成31年２月に第２回AMRワンヘルス東京会議を開催することを挙げ

ることができると思っております。 

 厚生労働省といたしましては、引き続き国内だけでなく国際的にもAMR対策に貢献してい

きたいと考えております。 

 報告は以上でございます。ありがとうございます。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に、農林水産省の小川構成員から報告をお願いいたします。。 

○小川構成員 農林水産省でございます。 

 私からは、資料３に基づきまして、動物分野における薬剤耐性対策の普及啓発の取り組

みの状況及び今後の取り組みについて、説明をいたします。 

 ２ページ目をご覧ください。まず動物分野の現状について、簡単に御説明申し上げます。

畜産は、我が国の農業算出額の約３分の１を占めております。牛は乳用牛と肉用牛を合わ

せて約400万頭、豚が約１千万頭、鶏が卵をとる採卵鶏と肉養鶏を合わせて約３億羽、飼養

されています。また、もう一つの固まり、ペットの犬と猫でございますが、それぞれが約

1,000万頭ずつ、合わせて約2,000万頭、飼育されているといった現状にございます。 

 ３ページ目をご覧ください。動物分野において抗菌剤は家畜、養殖魚、ペット用の動物

用医薬品として、また、家畜用の飼料添加物として使用されています。これらの抗菌剤は

食品安全委員会によるヒトの健康への影響評価や関係法令に基づきまして限定的に使用さ

れているところです。 

 ４ページ目をご覧ください。動物分野の取り組みについて、アクションプラン、６つの

目標に沿って説明申し上げます。 

 まずメインテーマでございます普及啓発・教育についてでございますが、関係者の理解

醸成のための研修用の動画あるいは獣医師向けのガイドブックを作成し、提供していると

ころでございます。また、関係者と一体となって対策を推進するため、生産者、獣医師、

動物用医薬品や飼料添加物のメーカーなど、多くの関係者との意見交換を行っております。

さらに、農水省のウエブサイトの充実など、情報提供を推進しているところでございます。 

 ５ページ目をご覧ください、普及啓発以外についても簡単に紹介させていただきますと、

②の動向調査・監視につきましては、昨年に引き続き、ヒトと動物分野の動向調査結果を

統合した先ほども御紹介がありましたワンヘルス動向調査報告書の作成に貢献していると

ころでございます。 
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 また、適正使用、④でございますが、昨年３月に決めました指針に基づきまして、食品

安全委員会によるリスク評価の結果、ヒトの健康へのリスクが無視できないとされた２成

分の取り消しを決定し、本年７月から使用禁止といたしました。 

 ６ページ目でございますが、今後の主な取り組み予定でございます。 

 まず普及啓発・教育についてですが、都道府県の家畜防疫員や獣医師、生産者等に対し

まして、薬剤耐性問題への認識を深めて慎重使用を推進するためのさらなる普及啓発を行

う必要がございますので、動画を活用した関係者による研修会あるいは学会への講師派遣

等による啓発活動の推進を行ってまいります。 

 特に来月２日でございますが、東京大学農学部にて動物衛生に関する国際機関であるOIE

と共同で、薬剤耐性対策に対する国内外の最新の動向などを紹介し、普及啓発を行うイベ

ントを開催いたします。どなたでも参加いただけるようになっております。 

 また、動向調査・監視につきましては、ヒト医療分野と動物医療分野のさらなる連携の

ため、動物由来株とヒト由来株の遺伝子レベルでの比較解析を行っていく予定になってお

ります。 

 ７ページ目をご覧ください。その他の分野でも感染予防・管理については、ワクチンの

開発・実用化の支援、あるいは農場における飼養衛生管理の向上によって、引き続き抗菌

剤の使用機会そのものの減少を図っていくということに取り組んでまいります。 

 また、適正使用については農場における慎重使用を徹底するため、農場ごとの抗菌剤の

使用実態を把握して指導していくことが重要。こういったことから、抗菌剤の使用に当た

って獣医師が生産者に発行する指示書を電子化し、使用量を集計できるシステムの検討を

行うため、来年度、予算要求を行っているところでございます。 

 最後のページにはアクションプランで設定した動物分野の成果指標を参考までにお示し

しております。本日御説明申し上げた取り組みを進めることにより、これらの成果指標を

達成できるよう、引き続き取り組んでまいります。 

 私からの説明は以上でございますが、隣の動物用医薬品検査所所長の小原より補足がご

ざいます。 

○小原構成員 動物用医薬品検査所でございます。 

 ２点、補足の説明をさせていただきます。先ほどアクションプランにおける動物分野の

取り組みについて、御報告をさせていただきましたけれども、私のほうからは薬剤耐性の

動向調査、それから、国際協力について補足をさせていただきます。 

 まず薬剤耐性の動向調査につきましては、先ほど御報告いたしましたように、養殖魚及

びペットについて調査を開始したと申し上げました。特にペットにつきましては、国際的

にもEUの一部の国で単発的な調査を行っているのみですので、今回の私どもの取り組みと

いうのは大変先進的な取り組みだと考えております。今後、得られた調査結果を整理いた

しまして、ペットを診療する獣医師の方々やペットの飼い主に対する普及啓発に生かして

まいりたいと思っております。 
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 国際協力につきましては、アジア各国の薬剤耐性の担当者に対するいろいろな研修を行

っておりますが、今後、新たにOIE、FAOといった国際機関や、また、アジア各国で薬剤耐

性の研究に取り組んでいる大学ですとか機関、こういったところと一緒に技術講習などの

普及啓発活動に取り組むことといたしました。こういった取り組みによりまして、アジア

全体の技術レベルの向上を目指し、この問題の解決に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○毛利議長 小原構成員も含めて、どうもありがとうございました。 

 それでは、続いて、内閣府食品安全委員会事務局の小平さん。川島構成員の代理ですけ

れども、報告をお願いいたします。 

○小平氏（川島構成員代理） 食品安全委員会事務局の小平でございます。代理出席でご

ざいます。 

 資料４をお願いいたします。 

 ただいま農林水産省からの御報告の中にもございましたが、食品安全委員会は農林水産

省からの評価の要請を受けまして、動物用の医薬品あるいは飼料添加物として家畜などに

使用されます抗菌性物質につきまして、その使用によって薬剤耐性菌が選択されて、それ

が食品を介してヒトの健康に与える影響のリスク評価を実施しているということでござい

ます。私どもも行動計画をつくっておりまして、それに基づいて着実に評価をしようとい

うことで推進しております。 

 本年10月には、マクロライド系の抗生物質、家畜で比較的使用量の多いテトラサイクリ

ン系の抗生物質につきまして、今日、お見えの先生方もおいでになるのですが、薬剤耐性

菌に関するワーキンググループというところで審議を終了し、評価書の案を取りまとめて

いただきました。今後、食品安全委員会での審議やパブリックコメントなどの手続を進め

ることになります。 

 中段以降なのですけれども、食品安全委員会で研究事業というのを持っておりまして、

この中でヒトの医療において重要なコリスチンにつきまして、耐性菌の発生動向などにつ

きましての研究課題を採択してございます。この研究成果というものは私どもが今後進め

ますコリスチンの再評価の検討に活用するとともに、また、お取り組みいただいた先生方

に学会等で公表していただいておるところでございます。 

 なかなか内容としては難しいのですけれども、食品安全委員会としましてもホームペー

ジやフェイスブックなどのSNSを通じまして、薬剤耐性対策に関する取り組みについてわか

りやすく情報を提供しているところでございまして、引き続きこういった活動をできるだ

け的確に進めていきたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、文部科学省、千原構成員から報告をお願いいたします。 

○千原構成員 文部科学省でございます。 
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 文科省もAMR対策アクションプランに基づきまして、教育、研究分野で取り組みを推進さ

せていただいております。 

 目標１の普及啓発のところでございます。教育分野では初等中等教育段階における取り

組みとしまして、保健教育の一環として感染症対策や医薬品を正しく使用する必要性とい

うことについて教育を推進させていただいております。 

 下に書いてありますように、例えば中学校及び高等学校の新たな学習指導要領におきま

して、引き続き感染症対策及び医薬品の適正使用について記載をさせていただいていると

ころであります。また、高等教育段階、大学等では、医学生・歯学生が卒業までに身につ

けておくべき必須の実践的能力の学習目標を定めました「医学教育モデル・コア・カリキ

ュラム」「歯学教育モデル・コア・カリキュラム」におきまして「薬剤耐性に関する理解」

及び「抗菌薬の適正使用」に関する学修目標というのを記載させていただいております。 

 また、大学の医学部関係者等が集まる場で薬剤耐性対策を含めた感染症に関する教育を

充実させていただくように要請をさせていただいているところでございます。 

 また、目標５の研究開発・創薬のところでございますけれども、研究分野では海外の研

究拠点を活用した感染症の疫学研究や若手研究者が行う感染症の基礎研究を支援させてい

ただいておりまして、この中で薬剤耐性菌に関する研究開発の推進を行っております。 

 右の研究事例でございますけれども、例えば大阪大学がタイの研究拠点で実施した研究

におきまして、特定の薬剤耐性菌を迅速、簡便に検出する方法、そういうものを開発した

というような実績もございます。引き続き文科省といたしましてもこうした取り組みを通

じまして薬剤耐性の対策の推進に努めてまいりたいと思います。ありがとうございました。 

○毛利議長 ありがとうございました。 

 以上で政府の側からの報告を終了いたしましたが、取り組みが多岐にわたっていますの

で、理解しにくい部分もあったかと思います。御質問があれば今お聞きくださればありが

たいです。 

非常に報告がきちんとしていますので、皆さん、御理解されたのでしょうか。 

 それでは、政府からの報告は以上で、次に移らせていただきたいと思います。 

 引き続きまして、有識者と関係団体の構成員から御報告をお願いしたいと思います。 

 まず最初に、知ろう小児医療守ろう子ども達の会代表の阿真構成員から御報告をお願い

します。 

○阿真構成員 知ろう小児医療守ろう子ども達の会の阿真です。よろしくお願いいたしま

す。 

 １年間の活動について御報告いたします。 

 私たち、親向けのお話会といたしまして２時間のお話会で、こうして病気のつき合い方

ですとか患者ができることについてお話をしています。小児科の先生と御一緒にお話しす

る機会ですとか看護師さんと一緒に行う場合もありますけれども、私たち、親から親へと

いうようなこともやっております。 
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 ページをおめくりいただきまして、親向けお話会の次のところ「熱が出た！」のページ

です。こちらは小児科の先生からの資料となりますけれども、一番最後に、抗菌薬が無効

というようなことで、小さく20人ぐらいの場で、熱が出たときは、こういうときは早目に

受診してねというようなところで、また原因として感染症はほとんどウイルス性だから必

要ないよねというようなお話を必ずつけさせていただいております。 

 次のページです。なるべくなら薬を余り飲ませたくないですとか、そういった形でいろ

いろお母さん方から意見があるのですけれども、できればどうしたいとか、薬のことにつ

いても気持ちを伝えてみようというようなことでお話をさせていただいております。 

 次のページです。どのぐらいやっているかというと、小さい会ではあるのですけれども、

このような形でかなり回数としては多くやっております。今日もちょうど横浜で20人の会

をやってきたところなのですけれども、こうして親御さんに細かくお伝えしているという

ようなところです。 

 次のページです。「しろうジャーナル」というメルマガを私たちは配信しておりまして、

登録は1,000人ぐらいですけれども、毎月、リーチが大体２万人ぐらいというようなところ

です。去年も薬剤耐性についてAMRリファレンスセンターの先生に記事を書いていただいた

のですけれども、今年もまたコミュニケーションのところについてお話をしていただきま

した。先生が出してくださった薬について、私たちがもしかしてこれは不要ではないかな

と思ったとき、どうしたらいいかというようなことまで、かなり掘り下げて書いていただ

いております。 

 次のページです。これはまだ１年くらい私たちの活動としては新しいものなのですけれ

ども、企業向けのセミナーというのを始めました。小さい子供はかなり頻繁に病気をする

という認識を広めて、働き方改革、長く働き続けられる社会というか会社であるようにと

いう思いで活動をしているのです。 

 次のページです。こちらの中でも抗菌薬のお話をしています。こちらも小児科の先生と

セットで私たちはセミナーをさせていただいておりまして、これは小児科の先生のスライ

ドですけれども、こうして毎回お伝えをさせていただいております。 

 最後です。また、このような形でリファレンスセンターのスライドを使って、こちらの

企業の方々にもお届けするというような活動を行っております。 

 以上です。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 次に、国立国際医療研究センター、AMR臨床リファレンスセンター情報・教育支援室長の

具構成員から御報告をお願いいたします。 

○具構成員 国立国際医療研究センター、AMR臨床リファレンスセンターの具と申します。 

 このAMR臨床リファレンスセンターは３つの部門からなっておりますが、そのうち１つが

情報・教育支援室ということで、教育啓発を担当しております。今回は、この教育啓発の

活動について御紹介をいたします。 
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 めくっていただきまして、私どもは医療従事者向けの活動と市民向けの活動ということ

で行っております。 

 まず医療従事者向けの教育啓発活動でありますが、私どもは感染症、感染対策を専門と

しない非専門家をメインターゲットと考えて進めております。もう一つは、全国に情報を

届けるということを行っておりまして、各地で少しずついろいろな活動が出てきています

ので、それを支援していくということを意識してやっております。具体的な活動はその下

の表にあるようにさまざまなことを行っているところです。 

 次のページをご覧ください。一部、具体的なところを御紹介いたします。セミナーを各

地で行っておりまして、私どもは大きく３つのパターンのセミナーを行っております。全

ての医療従事者を対象としたAMR対策臨床セミナー、風邪診療に当たる外来診療を行ってい

る医師を対象とした、風邪診療ブラッシュアップコース、こういったものを中心に行って

おります。 全国保健所長会の事業とも協力をいたしまして、保健所、自治体の担当者を

対象としたセミナーも行っております。右側にありますのがその一覧になりますけれども、

こういったものを主催ないしは保健所長会との共催の形で行っています。そのほかにも依

頼を受けまして自治体等の講習会にも講師を派遣しています。あらゆる医療従事者に直接

情報を届けるわけにはいきませんので、ｅラーニングも並行してつくっております。こち

らは登録数が現在1,000名を超えて、いろいろな方に見ていただいているというところにな

ります。 

 次のページをご覧ください。市民向けの教育啓発活動を御紹介します。まず、基本方針

としまして、AMR対策あるいは抗菌薬適正使用に対する認知度がまだまだ低いと考えており

まして、やはり認知度、基本的な知識を向上していくというところを目指しております。

あらゆる方が対象にはなるのですが、特にメインターゲットを小さな子を持つ親の世代と

いうように設定をしまして、主な活動を行っております。これはさまざまなルートを使い

いろいろなチャンネルをできるだけ活用しながらやっていこうということで、このような

活動を行っております。 

 その一部を御紹介いたしますと、めくっていただきまして、AMR対策情報サイトです。こ

ちらは私どものメインのウエブサイトということになっておりまして、情報集約をして、

さまざまな形でこちらに誘導するような形で進めています。 

 このページビュー数の図を見ていただきますと、2018年の初めころから一般の方向けの

コンテンツへのアクセスがふえてきています。現在は約３分の２がスマートフォンからの

アクセスになっています。次第に一般の方からのアクセスがふえているというように考え

ております。10月はトータルで約15万ページビューがありました。11月はさまざまな啓発

活動が行われておりますので、さらにふえるのではないかと期待しているところです。 

 めくっていただきまして、さまざまなポスター、リーフレット、ブックレットの類いを

作成しまして、こういったものを配付しております。昨年度は左上の機動戦士ガンダムを

起用したポスター、リーフレットを作成しましたが、今年度はそのほかにここに挙げられ
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ているようなもの、これは印刷されたものなのですが、このほかにもPDFのみの提供のもの

も含めまして、さまざまな資材をつくりまして、場に応じて使っていただこうということ

で行っております。この紙にあるものに関しましては、希望がありましたらこちらから直

接お送りをして各地で活用いただいてということでやっているところです。 

 続きまして、市民向けのイベント、各地のイベント支援ということで、直接情報を届け

て会話して質問を受けて、それに答えてというような場をたくさんつくりたいということ

で、さまざまな形でのイベントを主催したり、あるいは参加してということでやっていま

す。特にこの秋は各地でさまざまなイベントが行われています。病院主体であったり、薬

剤医師会主体であったりなど、さまざまなものがありますので、そちらの支援をしようと

いうことで資材を送ったり、そういったこともやっております。 

 めくっていただきまして、アウトリーチといたしましては、昨年度、小学校に２つ行き

ました。特別授業の形で小学校６年生にさまざまなことを知っていただくような特別授業

をやりました。今年度は川崎市と協力しまして子育て支援センターでの研修会を２回行い

ました。好評だったものですから、今年度もう一回行う予定となっております。もう一つ

は高校で今月特別授業を行いました。 

 そういった経験を生かしまして教育用の資材として、さまざまな方が使えるようにスラ

イドやリーフレット、動画を作成して提供しております。 

 最後のページは今月の活動ということで列挙いたしましたが、今月は対策推進月間であ

りますので、ここに集中する形でさまざまなキャンペーンを持ってきました。一般の方向

けのものもそうですし、それから、意識調査の結果を公開しました。こちらはメディアの

方にも多々取り上げていただきまして、関心を高めるきっかけになったかなと自負してお

ります。そのほか、専門向けの情報も、この11月にできるだけ間に合わせるように公開を

するなどして進めております。 

 私からは以上です。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 では、次に、東邦大学医学部微生物・感染症学講座教授の舘田構成員からよろしくお願

いいたします。 

○舘田構成員 資料８をご覧ください。 

 感染症学会の中での活動の代表的なものをまとめてみました。 

 まず１つ、この11月８日ですけれども、AMR Alliance Japanという組織が立ち上がりま

した。これは日本医療政策機構が事務局となって立ち上がった組織。代表は黒川清先生で

すけれども、いろいろな政策提言をしていく組織でありますが、そこが中心となってAMR 

Alliance Japanが立ち上がりました。感染症学会は学術関係の中の一学会として入りなが

ら、そのほか、医師会あるいは創薬あるいは診断薬メーカーとともに活動を始めていこう

ということで相談しているところです。特に抗菌薬の適正使用であったり、それに必要と

なる検査法の問題であったり、あるいは今、世界、日本で何が起きているのかということ
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をサーベイランスするような、そういった仕組みづくりに関しても考えて、そして、行政

に対して提言を出していくということを考えているところです。 

 次のページをご覧ください。もう一つは、これはAMEDとの連携促進という形で、AMED抗

菌薬産学官連絡会というのが立ち上がりました。最初の会議は理事長の末松先生も御参加

いただきまして２時間近くディスカッションが行われましたけれども、ここには感染症学

会と化学療法学会の代表とAMEDと製薬企業というのが入って、どういうように適正使用を

進めるかということも含めながら、新しい抗菌薬の開発であったり、あるいは診断法の開

発であったり、サーベイランスに関してのあり方、産学官の連携のあり方に関して議論を

始めているところです。 

 次のページをご覧ください。これは当たり前のことなのですけれども、感染症学会とし

ては、学際的に、あるいは国際的にAMR対策を進めていくという方向性を確認しています。

特に感染症学会の会員数は今、11,300人ぐらいなのですけれども、もちろん、専門家集団

としての我々の中での責任というものもありますし、ただ、抗菌薬を使っているのが、日

本全国に30万人近く医師がいて、抗菌薬を処方しているということを考えると、我々専門

家集団が非専門家集団に対して連携を強めていくという必要性、それを感じているところ

です。 

 学際化に向けた動きということになりますけれども、これまでにプライマリーケア連合

学会と合同のシンポジウムを持つことを確認したり、あるいは救急医学会、そして、釜萢

先生は今日いらっしゃっていませんけれども、日本医師会の釜萢先生と連携をする方向性。

そして、ICD協議会との連携をするというようなことを確認しているところです。 

 もう一つは、国際化に向けた連携ということで、これは世界の中でもAMR対策に対する動

きが非常に活発化しているわけですけれども、感染症学会としては、米国の感染症学会

（IDSA）、そして、欧州の臨床微生物・感染症学会（ESCMID）という組織がありますが、

ここの２つの組織とMOUを結んで、毎年、人的交流、合同シンポジウムを行うということを

確認しています。これは去年、MOUを結んだのですけれども、早速、縁者を招聘して、そし

て、また来年、再来年という形で企画を考えていますが、特に向こうもやはり耐性菌の問

題を大きく取り上げられていまして、Antimicrobial Stewardshipが国ごとに違うというこ

とで、日本の特徴を出した、日本のよさをアピールできるような活動につなげていきたい

と思っています。 

 以上です。 

○毛利議長 ありがとうございました。 

 それでは、次に、日本獣医師会専務理事の境構成員から報告をお願いいたします。 

○境構成員 ありがとうございます。 

 資料９に基づきまして御説明をさせていただきます。 

 ２ページ目から中身でございます。日本獣医師会は団体会員制をとっておりまして、47

都道府県、８政令市、合計55の地方獣医師会が会員となっておりまして、その下に全国で
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約26,500人の獣医師が会員となっております。 

 ２ページにございますように、まず会員に関連情報の周知を行っております。農林水産

省のほうから逐次、薬剤耐性菌関係の情報を御提供いただいております。ここには第３世

代のセファロスポリン製剤あるいはコリスチンのリスク管理措置についての注意喚起の通

知を地方獣医師会を通じて会員獣医師に周知を図っております。 

 また、日本獣医師会雑誌という毎月機関誌を出しておりますけれども、農林水産省、動

物医薬品検査所の御協力をいただきまして、約２年近くにわたってシリーズ企画で抗菌剤

についての周知を図っております。 

 また、２番目の委員会でございますが、日本獣医師会として会員獣医師がどのように対

応していいかということを検討しております。まず特別委員会という基本的な政策を決め

る委員会でございまして、平成29年度に”One Health”推進特別委員会・薬剤耐性（AMR）

対策推進検討委員会というのを新たに設置しております。その中で、主に犬・猫の診療に

おける薬剤耐性対策について検討をしております。その中で、農林水産省のほうで犬・猫

についてのモニタリングを開始されたということで、病畜由来のモニタリングは既に29年

度は取り組まれておりますけれども、やはりそのベースとなる健康な犬・猫がどういう薬

剤耐性状況にあるのかといった調査をしたいということで全国217の動物診療施設を取り

まとめて御協力をさせていただいております。 

 また、日本獣医師会として独自に小動物獣医療におけます抗菌剤の使用実態調査を行っ

ておりまして、全国約170の診療施設の御協力を得て、平成29年度、１年間におけます抗菌

剤の使用実態の調査を行っておりまして、現在、取りまとめを行っているところでござい

ます。これは薬事法上、やはり犬・猫専用の抗菌剤が少ないということもありまして、主

にヒト用の医薬品が使われているという実態にございます。これをどのように適正使用、

慎重使用していくかが課題になっているということを念頭に置いた調査でございます。 

 （２）ですけれども、職域別に部会委員会がございます。この中ではまず畜産分野とい

うことで産業動物臨床・家畜共済委員会というものがございます。この畜産分野では動物

用医薬品指示書に基づく、それを獣医師が交付して、生産者がその指示書に基づいて動物

用医薬品販売業者から抗菌剤を購入して使用するという形態が一般的になっております。

その過程におきまして、専門家である獣医師がきちっと診察をして、生産者に適正使用を

指導するということが重要になってきておりますので、その対応についての検討を進めて

おります。 

 また、小動物臨床委員会、先ほどの特別委員会での検討結果を踏まえまして、具体的な

対応策について検討を進めております。 

 ３ページですけれども、いろいろな学会、シンポジウムを開催しております。年１回、

獣医学術学会年次大会を２月に開催しておりまして、今年は大分県で２月10日に開催して

おりまして、その中で「畜産現場における薬剤耐性菌対策を考える」というテーマでシン

ポジウムを開催し、一般市民も含めて情報提供を行っております。 
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 また（２）ですけれども、日本医師会と日本獣医師会による連携シンポジウムというの

がございます。これは平成25年11月に日本医師会と日本獣医師会が学術連携協定を締結し

たのを契機に、先ほどの全国の55の地方獣医師会でも地方の医師会とそれぞれ連携協定を

締結し、全国的にワンヘルスの実践体制が構築されているという状況にございます。これ

を活用しながら、毎年、連携シンポジウムを開催しておりまして、昨年は第６回の連携シ

ンポジウムで薬剤耐性対策を取り上げ、また、先週、11月16日、第８回の連携シンポジウ

ムを開催し、ヒトと動物における薬剤耐性の実態と課題ということで、家庭内ワンヘルス

の取組として、ペットとヒトとの関連について情報提供と議論を行いました。 

 ４番目、国際研修の実施ということで、平成29年度からアジア地域の獣医師を１年間、

日本に招聘して大学等で研修を行うという事業を再開しております。今年は10カ国から10

名ですけれども、来年は16名に枠を拡大していただくということになっておりますので、

全国の13大学に御協力いただきまして、１年間研修をやる中で薬剤耐性菌についても知識、

知見を深めていただくということと、４月に来たばかりのときには動物医薬品検査所に御

協力いただいて、所内の見学と耐性菌についての講義も行っていただいているという状況

でございます。 

 以上でございます。 

○毛利議長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に、全国保健所長会、中里さん。今日は山中構成員の代理で御出席ですが、

報告をお願いいたします。 

○中里氏（山中構成員代理） 全国保健所長会から山中会長の代理で参りました中里でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 資料10をご覧ください。 

 保健所は公衆衛生の専門機関として、感染症対策ほか、地域の保健・医療・環境衛生行

政を行っております。 

 全国保健所長会は、保健所が相互連携することにより、国民の健康の保持・増進に寄与

することを目的に活動しております。 

 今回、保健所におけるAMR対策と所長会による支援について御紹介をさせていただきます。 

 ２ページ目をご覧ください。保健所はAMR対策として、平時は国民に対し、手洗いや抗菌

薬適正使用など、基本的な対策の普及啓発を行うとともに、医療機関に対しては立入検査

などにより、院内感染対策の向上を図っております。 

 また、耐性菌感染症発生時には、感染症法や医療法に基づき、医療機関でのアウトブレ

ークへの対応を行っています。アウトブレーク対応には専門知識や技術が必要で、地域の

ネットワーク、感染制御の専門家の協力が必要となります。全国の保健所長会では、薬剤

耐性（AMR）対策推進事業として、これらの保健所の活動の支援を行っています。この事業

には、専門家として医療機関で感染管理に携わるICD、ICN及び地方衛生研究所、そして、

国立感染症研究所やAMR臨床リファレンスセンターの方々にも参加していただいておりま
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す。 

 ３ページ目をご覧ください。アウトブレーク対応には、保健所職員などの資質の向上が

必要となってきます。先ほどAMR、CRCの具構成員のほうからも御紹介がございましたが、

AMR対策公衆衛生セミナーを保健所長会とAMR臨床リファレンスセンターの共催で開催いた

しました。平成29年度は福岡市で、平成30年度は茨城、大分、佐賀で開催し、さらに青森

や高知でも開催予定です。 

 内容はAMR対策の基礎知識、医療法、感染症法に基づく行政対応の講義とアウトブレーク

事例のグループワークとなります。佐賀では医療機関と保健所が合同で事例検討を行うこ

とでお互いの対応を知り、連携の重要性を再認識したところです。 

 ４ページ目をご覧ください。薬剤耐性菌感染症発生時の対応体制の支援についてです。

保健所のAMR対策の質問に対し、専門家メンバーと協議の上、個別にアドバイスを行うとと

もに、その内容を広報しています。また、保健所だけでは対応が難しいアウトブレークで

は、地域に相談する専門家がいない場合など、全国の感染管理専門家の協力を仰ぎ、専門

家が保健所の対応を支援するという事業も行っております。 

 最後のスライド、５枚目をご覧ください。保健所をハブとします地域感染症対策ネット

ワーク構築支援についてです。アクションプランでも地域感染症対策ネットワーク構築が

求められております。また、感染管理の専門家にアンケートを行いましたところ、保健所

に中小病院の支援とネットワーク構築支援を期待する意見が出されました。そこで、保健

所が主体となり、中小病院の感染症対策に対する取り組みとネットワーク構築の手引を作

成いたしました。今年度は手引書を生かしまして全国で開かれます保健所連携推進会議で

ネットワーク構築を進める活動を行っています。 

 このように全国の保健所長会では薬剤耐性（AMR）対策推進事業としまして、地域での普

及啓発、医療機関でのアウトブレーク対応の支援とその質の向上、地域感染症対策ネット

ワーク構築の推進などを行うことにより、AMR対策の推進に努めているところです。 

 私からは以上でございます。 

○毛利議長 ありがとうございました。 

 それでは、最後に、日本製薬工業協会の川原構成員から御報告をお願いします。 

○川原構成員 ありがとうございます。 

 それでは、資料11をご覧いただきたいと思います。 

 ２ページ目の上のほうにございますように、製薬協は研究開発志向型の製薬企業71社が

加盟する団体でございます。国際的な連携も行っております。 

 取り組み、５項目ほど書かせていただいております。後ろのほうに適宜資料をつけてお

ります。先月の総会におきまして、11月が対策推進月間であること等を周知いたしまして、

会員企業に引き続きの取り組みを要請しております。 

 ２点目でございます。これは厚生労働省並びに国立国際医療研究センターのほうからも

お話がございましたけれども、国の動きとしまして、抗微生物薬の適正使用の手引きの作
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成等が行われまして、これに基づきまして厚生労働省のほうから通知が出されております。

これは当然と言えば当然でございますけれども、これも耐性菌に留意するという意味での

注意書きというのは添付文書の中にあったわけでございますが、今回より適応症も具体的

に記載の上、きめ細かい情報提供をするようにという御指示が出ましたので、これに対応

する形で各社が対応を行ったということでございます。これに基づきまして、当然、各社

が医療機関等のほうにも情報提供をしているということでございます。 

 ３点目でございます。こちらは後ろのほうに資料がございますけれども、国際的なAMR

の取り組みということもございまして、私どもの国際委員会というところで最初に会員企

業内での普及啓発の取り組みを促進する観点から、ポスターを昨年、つくっておりまして、

これにつきまして、ご覧いただいた医療機関などからも活用の申し出がありまして供与い

たしております。関係団体の理解・協力を得た上で連携も進展しております。さらに、普

及啓発用の動画も作成中となっております。実は完成しておりまして、後ろのほうに絵コ

ンテだけ描いてございますが、製薬協のホームページのほうには１分ほどの動画でござい

ますけれども、動画も作成をいたしておりまして、普及啓発に役立てていただこうという

ことで、今、取り組んでおります。 

 ４点目でございます。会員有志企業ということになりますけれども、専門家の協力のも

と、普及啓発のための刊行誌を発行したり、適正使用・院内感染予防等に関する情報提供

ホームページの開設、消毒薬に関する正しい情報の提供、地域の感染対策ネットワーク構

築への協力、医療・福祉・教育関連の機関への情報提供を実施しております。自社とか感

染症学会などと協力した形でシンポジウム・講演会を開催・協賛なども実施いたしており

ます。こちらは予算を計上しているということで、まだ今年度の見込みでございまして、

予定のものを含んでおりますけれども、合計10件以上でこういう開催・協賛などを実施予

定でございます。 

 ５点目、これもある意味、当然でございますけれども、抗菌薬の新薬を開発する企業、

少なくなってきておりますが、まだ幾つかの企業は開発をしているということで、医療機

関と協力してサーベイランスの結果を論文化しているところもございます。会員企業の中

には報告のなかったところでやっているところもあるかと思いますけれども、先ほど出ま

したAMEDのCiCLE事業という融資事業がございまして、そこに採択をされまして、アカデミ

アとともにAMR菌感染症治療薬を目的とした創薬研究を開始したところがございます。 

 これはまた別でございますけれども、企業の中では開発分野を絞り込んだために、抗生

物質とか、この場合は熱帯病でございますけれども、それの候補化合物を断念したりする

ところがございます。そういう化合物につきましては、WHOとDNDiという、これはDrugs for 

Neglected Diseases initiativeという研究開発プラットフォームがございますので、そち

らのほうに、そういう断念した候補薬剤を提供しているところもあるということでござい

ました。 

 以上でございます。 
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○毛利議長 ありがとうございます。 

 構成員の方々からの御報告は以上です。これまでいろいろな報告がたくさんありました

ので、御質問あるいは追加で報告したいことがございましたら、よろしくお願いします。

いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○宮入構成員 国立成育医療研究センターの宮入と申します。 

 小児感染症と小児科を専門としております。現場の医師として適正使用の活動をいろい

ろなところで行ってきましたが、AMRに関する政府の方針が出てからは、現場の小児科医に

おける関心は高まり、多くの賛同者が得られている状況だと思います。 

 その一方で、適正使用がなかなか進まないという方の話もあります。１つ目の理由は、

やり方がわからないということが挙げられます。特に小児において重症の感染症が隠れて

いるかもしれないという状況の中で、診療に迷うという話を受けまして、先ほども厚労省

のほうから話がありました小児用の手引きを作成しているところです。 

 もう一つの理由は、まだ関心の薄い医師群もいるということです。そのような方につい

ては、地域の中でネットワークをつくり、そのような人たちを巻き込むことが必要になり

ます。厚労省から出た小児科外来の加算のことも後押しになり、少しずつ普及啓発が医療

者の間で進んでいるという現状です。 

 以上です。 

○毛利議長 宮入構成員からの追加報告、ありがとうございました。 

 そのほかに何かありますでしょうか。 

 どうぞ。 

○田村構成員 酪農学園大学の田村と申します。 

 文科省に１つ質問をさせていただきたいのですけれども、先ほどの高等教育段階におけ

る取り組みに獣医学生についての文言がないのですが、その辺の御説明をお願いしたいと

思います。 

○毛利議長 千原構成員、お願いします。 

○千原構成員 文科省、千原です。 

 私、研究振興局担当で高等教育局の担当ではないものですから、獣医学生に対してどう

いうようなカリキュラムをやっているか、今、お答えできないので、何か調べまして先生

のほうに御回答させていただくことでよろしいでしょうか。恐縮でございます。 

○毛利議長 よろしくお願いします。 

 ほかに御質問はありませんか。今のように政府のほうにも質問されて結構ですし、お互

いに構成員同士でも結構です。 

 どうぞ。 

○舘田構成員 資料２ですけれども、厚生労働省の健康局の資料に関して、６ページに2017

年の数字が出てきました。これはゴールが2020年ですけれども、2017年でという形での数
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字が出てきた段階で、なかなか難しい数字なのかなというところもありますが、このまま

で、この数字を見て、何か追加で変えていくところとかもあってもいいのかなとも思うの

です。 

 例えばなかなか難しいのはよくわかるのですけれども、大腸菌のフルオロキノロンの耐

性率は全然下がらないというか、ふえているような状況。これはある意味、よくわかるの

ですけれども、これは市中に広がってしまっているという難しさがある中で、ただ、目標

は25％以下ですよということが掲げられているといったところで、これを我々としてどう

いうように捉えて、どういうように残りの期間、考えていくのかというところ。 

 また、抗菌薬の使用量に関しても幾つか減少して、全部減少している方向の中で数値目

標としてこれは出されているのがあるわけで、私は必ずしも2020年の数値目標が正しいと

は思いませんけれども、この辺のところに関しての現時点での評価というのはどういうよ

うに考えればいいのかなというように思いました。 

○毛利議長 数値目標に関しての御質問ですけれども、ご回答お願いします。 

○吉永構成員 目標値、資料２の６ページにあるとおりになってございますけれども、一

定程度、進んでいる部分もあると思っております。2020年までに、赤枠になっているとこ

ろについてはある程度できるのかなというところもございます。ただ、御指摘のありまし

たような大腸菌のフルオロキノロンのあたりというのは若干増えてしまっているという状

況もある。 

 目標値を変えるというやり方もあるかとは思うのですけれども、私どもとして2020年に

向けて最大限努力していくということをまずやっていくということだと思ってございます。

下げるべきものが若干上がっているというところもあるわけですけれども、手引きの改訂

とかいろいろありますし、またワンヘルスの会議なども使いながら、いろいろな形で普及

啓発していくということに取り組んでいきたいと思っております。 

○毛利議長 どうぞ。 

○舘田構成員 よくわかります。だから、私も目標値はこのままで、恐らく2020年で終わ

らないところは、それ以降にもっと続けていきながら、我々の目標として掲げていくとい

う方向性でいいと思うのですけれども、もう一つ、抗菌薬の使用に関して心配されるのは、

数値目標が出ていて、数値目標が達成できないではないか、数値を達成しないといけない

からもっと減らさなければいけないというような意識が働いて、ある意味、過剰な抑制に

つながるのではないかというところは、現場は数字を追いかける形になってしまうとそう

いうことになってしまう。決してそれを目指すものでもないし、我々は適正使用を進める

ということですから、そこの辺のところが何となくこういう数字が出ると達成していない

ぞという形になって、数字だけを追いかけることにならないように我々みんなが注意しな

ければいけないなということを感じています。 

○毛利議長 いかがですか。 

○吉永構成員 非常に厳しい御質問をいただいておりますけれども、私どももやはり適正



23 

 

使用ということ、その上での目標値というように考えてございますので、数値ありきとい

うことでは必ずしもないかなとは思っております。 

 まだ2020年を迎えていないタイミングで2020年度に達成できなかったらという仮定のお

話というのはなかなか難しい状況ではございますが、いずれにいたしましても、私どもと

して適正使用のためにいろいろな形で啓発していく、極力減らしていくということ。それ

はあくまでも適正使用という考え方でございますので、そこは先生のおっしゃるとおりだ

と思ってございます。 

○毛利議長 ありがとうございました。 

 そのほかに追加報告とかご質問はいかがでしょうか。どうぞ。 

○吉本構成員 共同通信の吉本と申します。 

 文科省の千原構成員にお伺いしたいのですが、中高生についての御報告があったのです

が、それ以下の小学生について、例えばもう少し基本的な医療のかかり方とか、そういっ

たことに対する教育の現状はどうなっているか、教えていただけますでしょうか。 

○千原構成員 文科省、千原でございます。 

 御質問、ありがとうございます。小学校段階では、今日、御発表させていただきました

学習指導要領ベースでこういう教育をというのは特に書かれておりません。 

  

 私は、研究振興局の担当ですので初等中等教育段階のことを言える立場になくて大変申

し訳ないのですが、文科省で例えばできるとすれば、これもまた持ち帰って初等中等教育

局にも確認したいのですが、いろいろおつくりいただいている教材とか資料を学校の現場

にうまくお届けするようなことができないかなとか、そのようなことを考えているところ

です。先生の御指摘に対して正面からお答えになっていなくて申し訳ないのですが、その

ような状況でございます。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 もう既に議題２のほうの今後の普及啓発活動の推進に向けた御意見が交換されています

けれども、よろしければ、次の議題２のほうに移らせていただきたいなと思います。 

 「今後の薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動の推進に向けた意見交換」をぜひいろいろな

角度からしていただきたいと思うのですが、それに先立ちまして、資料12のほうをごらん

いただきたいのです。 

 これまでの皆さんの報告の中で課題として挙げられている事項などを踏まえまして、次

の２点を議論２のテーマとしたいと思います。１と２、ございます。 

 １点目は「働きかける対象の特性にあわせたより効果的な普及啓発のあり方」。働きか

ける対象例としては、今、吉本さんが御質問されたような小学生、中学生、高校及び学校

関係者にどうしたらいいのだろうか。また、これから非常に大きな問題になります高齢者、

施設入居者及び介護福祉関係従事者に対してはどうしたらいいのか。もちろん、一番重要

な働き盛りの世代に対しても。あと、家畜の生産者やペットの飼い主に対してどういうよ
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うにしていったらいいのか。これらの対象の特性を踏まえまして、どのようにアプローチ

したらいいのかについて議論したいと思います。 

 ２点目のほうは「薬剤耐性という専門的な内容を、一般の方々に、よりわかりやすく興

味を持ってもらえるような情報提供の方策」。 

 この２点につきまして、残り時間の限り、あと45分近くありますけれども、議論してほ

しいと思うのです。 

まずは１点目ですが、今までは医療従事者、獣医医療従事者、患者などを対象として検討

してきたのですけれども、働きかける対象を拡大する必要があるのかなということで提案

させていただきました。学校を対象にいつも活動を行っておられます具構成員、何か意見

がございましたら、お願いいたします。 

○具構成員 具です。 

 先ほど発表させていただきましたように、それほど経験がたくさんあるわけではないの

ですが、小学校あるいは高校での特別授業の形で、小学生や高校生にいろいろなことを知

ってもらおうと取り組んでいます。 

 簡単に内容を御紹介しますと、まず感染症はどういうものだろうかとか、「感染症はい

ろいろあるけれども、病原体もいろいろあるのだよ」などということを知っていただいた

り、あと、その中で抗生物質への耐性菌のことを交えてお話をして、最後に予防の話をし

て、そこから手洗い実習ですとかマスクのつけ方を練習しようなどという形で、45分、50

分といった形のプログラムをつくってやっています。 

 先ほどの議論でもありましたけれども、小学校から中学校２年生ぐらいまでは学習指導

要領でこのあたりがカバーできていないというところもあります。やはり詳しい専門家、

ちゃんとかみ砕いて説明できるような知識を持っている専門家が特別授業としてかかわる

というのはやりやすいやり方だなと思っています。 

 実際、小学生のお子さんでも、例えばウイルスなどという言葉も実は聞いているのです。

インフルエンザウイルスなどというのはよくいろいろなところで聞いていますので、ウイ

ルスは実はいろいろあるけれども、でも、「ばい菌とは少し違うのだよ」などという話を

興味深く聞いてくれるので、そういうサイエンス的なおもしろさをうまく専門家が入れて

あげると興味を持って聞いてくれると思っています。 

 あと、やはり先ほども少しあったかと思うのですが、自分の体あるいは健康について興

味を持ってもらうとか、感染予防ですとか飲むお薬について関心を持ってもらうとか、そ

ういったきっかけとして、つまり、耐性菌のことばかり表に出すというよりは、健康につ

いて、あるいは自分の体について知ってもらうというようなスタンスで、その中に耐性菌

の話をうまく盛り込んであげるというような形にすると、おもしろく参加していただけて、

アンケートで見てもかなり内容的にもよく理解していただいているというような印象は持

っております。 

○毛利議長 ありがとうございます。 
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 先ほど吉本構成員が小学生について御質問されていましたけれども、さらに何か具体的

な御意見はありますか。 

○吉本構成員 小学生にどういうようにしたらいいかという具体的なものはないので、後

でまた別のところで意見を申し上げたいと思います。 

○毛利議長 わかりました。どうぞ。 

○館林構成員 読売新聞の館林と申します。 

 新聞記者としてではないのですけれども、小学生というのは顕微鏡を見ていろいろな微

生物がすごくおもしろいとか興味を持っている方がすごくたくさんいるように思いますの

で、できれば細菌とウイルスとか、見た目とか大きさとかこんなに違うのだとか、そのよ

うなものも実習の中でわかるとすごくわかりやすいのではないかなと思いました。 

○毛利議長 ありがとうございます。具体的なことをありがとうございました。 

 どうぞ。 

○田村構成員 酪農学園大学です。 

 今まで独自に取り組みをしていますので御紹介したいと思うのです。小学生、中学生に

ついて、これはもともとJSPSのときめきサイエンス事業で始めたのですけれども、今は大

学独自で実施しています。それは、私たちの大学は酪農学園で乳業を主に飼っております

ので、動物の体を守るミクロの決死隊、細菌とミクロの戦士たちというテーマで牛の乳房

の構造ですとか、乳汁の組成ですとか、牛で一番問題になるのは乳房炎ですので、牛乳か

ら乳房炎の起炎菌を分離する。あと治療ということで、私たちの大学でバクテリオファー

ジという新たな治療法を開発していますので、その実験も組んでいます。 

 それの小学生の部と中学生の部を各２日間ずつ実施していまして、今、７年目になりま

す。なかなか好評です。あと高校生に対してもやっているのですけれども、これは私たち

の大学の附属高校で、とわの森三愛高校というのですが、そこで獣医師を９年間で育てる

というプログラムでやっていまして、その中の課外授業というところで耐性菌について、

その対策を生徒に考えてもらうということで、講義で大体３時間ぐらい、私たちで講義し

て、実習でサンプリングの機材を各生徒に渡して、２サンプルずつ、例えば土だとか自分

の飼っている動物のふんだとかを持ってきて、培地にそれを接種して、その培地の中に抗

生物質を含ませておいてありますので、そこで発育したのが耐性菌だ。薬剤感受性はこう

ですよということを実習でやっている。 

 もう一つは、高校生に対してアンケート調査をやっていまして、その３つをまとめて発

表会をやるというような仕組みでやっています。なかなか好評ですので、これを続けたい

なと思っています。 

○毛利議長 ありがとうございます。学校関係はぜひ文部科学省とも一緒になって普及啓

発活動をさせていただきたいと思うのです。 

 学校関係ですか。すみません、あと４つありますので、簡単にお願いいたします。 

○阿真構成員 吉本構成員と具構成員とほとんど同じなのですけれども、中３で抗生物質
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に関する部分をやるということはとてもいいことだと思います。その前に小学校とかでど

こまでできるかということに関しては、そもそもどうしてお熱が出るの、どうしておせき

が出るの、どんなときに病院に行ったらいいのかというところはかなり抜け落ちているの

ではないかなと思うので、そもそも健康はどういうことで、病気はどういうことだろうと

いうところが小学生のうちにあるといいかなと思います。 

○毛利議長 具体的にありがとうございます。 

 今度は若者ばかりではなくて高齢者、施設入居者及び介護福祉関係従事者にどういうよ

うにアプローチしていったらいいかということで、何か御意見のある方はございますか。 

 中里さん、お願いします。 

○中里氏（山中構成員代理） 地域にかかわる保健所の立場で申させていただきます。 

 まず、地域でAMR対策を進めていく上で、高齢者の方々は地域包括ケアの推進で地域内を

広く渡り歩くという観点から非常に重要な位置だと思っております。一方で、高齢者自身

が抗菌薬の適正使用を理解することはなかなか難しい面もあると思いますし、また、施設

ではインフルやノロの集団発生などには既に一生懸命取り組まれているのですけれども、

まだこの薬剤耐性の分野は関心が薄いのが現状ではないかなと思っています。 

 まず、その理由の一つとして、この抗菌薬適正使用にどういう取り組みをしていいのか

がわからないというところがあるのでないかと感じています。地域でAMR対策を普及してい

くためには、これらの施設と深いかかわりを持っているかかりつけ医の先生方や薬剤師さ

ん、看護師さん、こういった地域の医療従事者が研修会などを通して抗菌薬の適正使用に

ついてしっかり理解を深めていただく。そして、こうした地域包括ケアシステムによる取

り組みを進めていくということが重要ではないかと考えています。 

 その次のステップとして、介護福祉の職員や入所者、そして、その家族に対しても重要

性の理解が深まっていくという、地道な努力が継続して地域で行われていくということが

大事ではないかと感じています。 

 以上です。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 とにかく、これからますます増えていく人口層ですから、何かほかにも具体的なご意見

はありますでしょうか。どうぞお願いします。 

○舘田構成員 全く同じです。これは保健所が今からますます大事な役目を持ってくると

思うのですけれども、実際、いろいろなところでこれは起きているのですが、長期療養型

介護施設における耐性菌対策あるいは現状の把握、これをしようというのはいろいろなと

ころで芽生えて実際やろうとしています。特に私たちの例だったら、東邦大学は大田区に

ありますけれども、大学病院を中心としながら基幹病院、そして、それと連携している長

期療養型解雇施設、その中で耐性菌がどういうように動いているのかということを見よう

という形でやろうとしている、そういうようなものがたくさん聞こえてきます。 

 そんな中で、実際に長期療養型介護施設のところにお願いしますと行くと、やはりなか
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なかまだ難しいのです。皆さん方は、大学が入ってくる、耐性菌の問題、いや、うちはま

だいいですというような形で遠慮されてしまうようなことがあるので、そういう状況の中

で、ある意味、国を挙げて保健所が中心となってそれを進めていますというようなメッセ

ージを発信していただけると、よりスムーズな形で進んでいく。委員がおっしゃった保健

所をハブとした感染症対策ネットワークの重要性、まさにここがすごく肝になってくると

ころで、そこを何か発信していただくと、より加速するのではないかなと思いました。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 では、吉本構成員、お願いします。 

○吉本構成員 高齢者自身への働きかけが必要ではないかなと思います。それには１つ、

自分の身の安全というか健康にかかわる問題だという情報の出し方がいいと思いまして、

例えば肺炎球菌の耐性菌率が下がっているというのはいいことですけれども、もし耐性な

肺炎球菌に感染すると自分が治らないかもしれない。だから、例えばワクチンを受けまし

ょうとか、薬が出たらこのように飲みましょうというように御自身の健康にかかわる情報

として出していかれるのがいいのではないかと思います。そうすると、当事者はそれだけ

関心を持つのではないかと思います。 

○毛利議長 当事者としてすごくわかります。 

 どうぞ。 

○館林構成員 以前、高齢者のポリファーマシー、多剤処方のことをずっと書いていた時

期があったのですけれども、介護施設とかの取材をしますと、段ボール箱１杯ぐらい薬を

持って入ってくる人というのが結構いて、それは複数のお医者さんにかかって、複数の処

方を持っているのですが、その処方を介護施設の人は動かせないので、わからないから何

となくDO処方と言って追加でどんどん処方してくれるものをそのまま熱心に、介護施設の

方は熱心に真面目に飲ませるから、家族が間引いていたものを全部飲んだらぐあいが悪く

なってしまうとか、本当にそういうことがあったので、多分、介護施設というか処方を出

す地域包括ケアの中の処方の鍵となる先生と薬剤師さんに働きかけないといけない。今の

ままだと難しい部分があるのかなと少し感じました。 

○毛利議長 次はいかがでしょうか。社会を担っている働き盛りに対して、もっと効果的

に普及するにはどうしたらよいか。阿真構成員、いかがですか。 

○阿真構成員 昨年から企業のセミナーを始めたということを先ほど御報告したと思うの

ですけれども、私の資料６の一番最後のページなのですが、親御さんに向けてお伝えする

ときは、こういった死亡者数が何十万人から何千万人になるというような資料は使いませ

ん。あなたのお子さんが病気になったときにというように当事者のお話としてするのです

けれども、企業のセミナーのときはこういった形で、これだけ大変なことが起きています

よというようなことをお話しするとぐっと興味を持っていただいて、私たちのお話、全体

のお話が子供の医療のお話でしたので、薬剤耐性のお話は２枚のスライドでさっと行って

しまったのですが、アンケートにも企業の方から、もう少しあそこの部分、詳しく聞きた



28 

 

かったというような声が上がるぐらい、世界でこれだけ問題が起きているのですよと言う

ような切り口でお伝えすると、すごくよく伝わったというようなことがありました。 

○毛利議長 企業を具体的に取り込むというのは、働き盛りへの普及にとって重要だと思

います。企業以外にも、効果的にもっとこういうアイデアがあるという、何かありますで

しょうか。よろしいですか。 

 それでは、家畜の生産者へ普及啓発活動については、浅井委員、お願いいたします。 

○浅井構成員 普及啓発に関して効果的な効率的な方法というのは多分ないと思っていま

す。生産者の人たちに対する厚生労働省が今、取りまとめをしているというワンヘルスの

動向調査の年次報告で今年度の出る予定のものの中に、昨年度、中央競馬会の事業で中央

畜産会が引き受けてアンケート調査というものが実施されております。 

 その中で、薬を使うと耐性菌がふえるであるとか、家畜で畜産物を介して耐性菌が人に

伝播する可能性があるというのは生産者の方自体は非常によく理解して70％ぐらいです。

インターネットのアンケートなので、関心のある人が回答しているのかもしれないのです

けれども、そういう結果は得られております。このような結果も、今までの1999年からJVARM

という形で、農林水産省が農家でふん便を採材して耐性菌の調査を実施してきて、その結

果をフィードバックしていたというのが一番理解を促した１つの要因だったのではないか

なと私は考えています。やはり継続的にいろいろな情報提供をしながら理解を深めていく

とか、啓発していくという方法が、畜産の場合は重要ではないかなと思っています。 

 あと、もう一つ、先ほど紹介のあった、農林水産省がいろいろビデオなどを公表されて

いるのですが、余りにも認知度が低過ぎるような状態で、今後普及するときにもう少しタ

イミングを考えて、大学等に対しても幅広に連絡していただくとか、をしていけば利用価

値がもっと上がるのではないかなと考えています。 

 以上です。 

○毛利議長 どうもありがとうございます。 

 どうぞ。 

○境構成員 家畜の生産の場合、御承知のとおり、近年、どんどん農家数は減っておりま

して、その反面、規模拡大が進んでいるわけです。大規模になりますと疾病が出れば大変

生産性が落ちますし、出荷ができないような事態にもなるわけで、やはりこれから規模拡

大をされた中では、予防衛生が極めて重要だと考えております。 

 先ほど農水省のほうから飼養衛生管理基準の遵守というお話もありましたけれども、こ

れがとても重要で、基本的には衛生管理、消毒の実施で、疾病が発生しないように、わか

っている疾病についてはワクチンをあらかじめ活用するということで、この抗菌剤を使う

という機会を大きく減らしていくというのがとても重要だと思っております。ただ、家畜

も生き物ですので、やはり病気は発生するわけで、その際には必要な適正な時期に必要最

小限の有効な抗菌剤を短期間使う、これを徹底させる必要があると思います。 

 それは当然、獣医師が診察をし、指導するわけですけれども、獣医師はそういう疾病だ
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けではなくて、これからは生産性を上げる、あるいは餌はどういったものをあげるのか、

あるいは安全な畜産物をどう消費者に供給していくのか、経営改善をどう図っていくのか、

トータルで農家指導をできる獣医師が必要だ。我々はこれを農場管理獣医師と呼んでおり

ますけれども、その農場管理獣医師、いわゆるかかりつけ獣医師を各農家に雇用していた

だくなり契約を結んでいただく。そういった形にすれば、この抗菌剤を必要最小限に使う

ということが可能になってくると思っております。ぜひ農林水産省の御指導のもとに、こ

ういった体制を組んでいただければと思います。問題は、やはり生産者が素人考えで勝手

に抗菌剤を使うということを防止することが重要であると考えております。 

 以上でございます。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 農林水産省のほうからは何かございますか。 

○小原構成員 ありがとうございます。 

 まさにお二人から言われたとおりと思っておりまして、特に今、境構成員がおっしゃら

れた飼養衛生管理をきちっとしていかなければいけないというところは、家畜の生産者も

家畜の伝染病、鳥インフルエンザとかそういったものに対して相当気にしている状況です

ので、飼養衛生管理の重要性について、家畜の伝染病を防ぐことも絡めながら生産者にお

話をしていくということは非常に有効なのではないかなと思ってございます。補足でござ

います。 

○毛利議長 生産者は家畜のプロなのですけれども、ペットに関しては本当に素人の方々

がたくさんの動物を今、家庭で持つようになったわけですが、これに関してはいかがでし

ょうか。愛玩動物の普及啓発を行っています境構成員、どうですか。 

○境構成員 ペットの場合は、まさしくヒトの特に子供の医療と共通な面があると思いま

す。御指摘のとおり、先ほど2,000万頭、犬・猫が飼われているということでしたけれども、

子供の人口、15歳以下であれば今、1,600万人ぐらいということで、ペットのほうが多いわ

けでございまして、家庭ではペットというよりもコンパニオンアニマル、伴侶動物という

名前で呼ばれている、家族の一員になっているということであります。そういった意味で

は、ヒトと同様の獣医療が求められている世界だと考えています。 

 この飼い主さんにとってみれば、ペットは子供よりも扱いにくいわけで、物を言わない、

どこが具合悪いかわからないわけですので、そこは獣医師の診察、診断、それから、処方

に依存せざるを得ないのではないか。そういった意味で、小動物の臨床獣医師の役割とい

うのは極めて重要であろうと考えております。 

 ただ、そこの問題は先ほど説明のところで申し上げましたように、ペットの専用の動物

薬が余りないということで、ヒト用の抗菌剤が獣医師の経験に基づいて使用されていると

いった意味では、適正な使用あるいは慎重使用といったものをどう進めていくかという入

り口の問題がありますので、その辺を薬事制度におきます小動物用の抗菌剤の提供体制の

構築と合わせてセットで検討を進め、実践していく必要があると考えております。いずれ
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にしても、飼い主さんは獣医師に多く依存をして抗菌剤の適正使用あるいは抗菌剤を使用

するかしないかを決定するという世界だろうと思います。 

 以上でございます。 

○毛利議長 先日の表彰式の後のパネルディスカッションで、篠田さんがペットを大好き

で、田村構成員の発言にショックを受けていたようなのです。何か助言みたいなものがも

しありましたら、お願いします。 

○田村構成員 あのときは生肉を食べるか食べないかという問題だったと思うのですけれ

ども、基本的にはペットが健康であれば抗菌薬は使わないので、耐性菌の問題はそれほど

ない。ただ、生肉はやはり耐性菌、それ以外の菌にも汚染されていますので、あれを食べ

るということは、やはり耐性菌を取り込んでしまうので、今、ペットフードというのは完

全栄養食なので、それで十分だというのはアメリカでもそうですし、東京都の獣医師会も

そういうような見解です。ですので、そういうようなものでいいのではないか。あとはコ

ンタクトを余り密にしないほうがいいのではないかということを言ったつもりです。 

○毛利議長 そういう普及がとてもこれから重要になってくるかなという感じがあのとき

にしました。 

 さて、時間のほうがだんだん迫ってまいりましたので、議題の２の「薬剤耐性という専

門的な内容を、一般の方々に、よりわかりやすく興味を持ってもらえるような情報提供の

方策」、これに関する御意見を賜りたいと思います。今日はメディアの方々がいらっしゃ

いますので、館林構成員はいかがですか。 

○館林構成員 今年に入ってから、例えば先ほど厚労省の方がおっしゃっていた診療報酬

改定の加算とか、具先生が発信してくださった意識調査とかはニュースになったのですけ

れども、我々の立場からいけば、できれば何かニュースになるような材料が時々調査結果

としてまとまると、それだけいろいろなことが報道できるのでありがたいです。しかも、

意識調査のような、わかりやすくて身近な話題であったりとか、今度、ペットの調査が始

まるということで、これもきっといろいろな方におもしろく読まれるのではないかと思い

ます。 

 医療面とか健康面で時々取り上げているのですけれども、やはりニュース面とかに載っ

ていると見る人のあれも変わりますし、あとインターネットでもニュース欄に載っている

と見る人の人数が変わるので、何かそういうまとめ物とか調査物とかを適宜つくっていた

だけるとありがたいです。 

 あと１つ、これは素人なのでよくわからないのですけれども、やはり健康で自分にどれ

だけメリットがあるかということを考えたときに、例えば今、すごく腸内細菌とか話題に

なっているので、抗菌薬をきちんと飲まないと何かうまく腸内細菌が健全に育たないよと

か、無駄に飲む必要もないよとか、そういう自分事として考えられるようなことがもし科

学的とか医学的に言えるのであれば、そのようなお話が発信されると、より同じ情報に接

しても、それを自分事として考える率が高くなるのではないかと感じています。 
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 以上です。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 民間放送連盟の青木構成員はいかがでしょうか。 

○青木構成員 私どもは団体ですから直接媒体を持っておりませんが、興味を持ってもら

うには、例えば薬剤耐性とは何か、なぜそれが問題になるのかを伝える前段階として、「抗

生剤ではなく、スーパー細菌を殺すという画期的な方法もある？」といった興味を引くよ

うな情報を通じて、そこから、なぜ耐性菌が生まれるのかというところに関心を持ってい

く方法もあると思いました。 

 ついでに、前回の発言をフォローしようと思って調べましたが、どうもあれ以降、新し

い情報が出てこないので、どういうことになっているのか少し気になっています。 

 メディアを使うのはなかなか難しいと思うのですが、全国放送であれば、例えば政府広

報のＢＳ番組や、短波ラジオ社が薬剤耐性を取り上げています。さらに、農業従事者はラ

ジオを聞きながら仕事をしているケースが多いと思いますので、メディアを使うときにラ

ジオもかなり有効だと思います。 

 また、今日の配布資料の中に動画の作成がありました。動画をどういう形で流されてい

るかわかりませんが、動画サイトはユーザーが動画を選択して見るものですから、AMRとい

う難しいテーマの動画を選んでもらうのはなかなかハードルが高いと思います。せっかく

の動画をどう使えばいいのか、工夫が必要です。 

 記者クラブに関連イベントの情報を提供するのもいいのではないでしょうか。放送媒体

の記者もいますから、興味のある局は取材に来ると思います。そういった広報の仕方を工

夫していただければと思います。 

 以上です。 

○毛利議長 ありがとうございます。 

 あと共同通信社、吉本構成員はいかがですか。 

○吉本構成員 館林構成員が言われたことと私はほぼ重なりますので、重ならない部分だ

け申しますと、毛利先生が非常に難しいというように言われたのですが、薬剤耐性を一般

の人すべてに伝えようとすると、ものすごく難しいのですが、伝える対象を絞れば、それ

ぞれみんな自分に関係することに切り分けられると思います。 

 配付資料の働きかける対象例には項目として挙がっていなかったのですが、今日、お話

が具先生や阿真構成員からも出ていましたけれども、小さな子供の親というのがやはり一

番メインターゲットにすべきではないかと思います。その子たちに一番抗菌薬が使われて

いるし、親のほうも知りたいという要求が強いので、その人たちにいかにわかりやすく伝

えられるかということを第一に考えるのがいいのではないかなと思います。 

 それ以外の一般の人、というときには、川柳の話がありましたけれども、知的な楽しみ

と結びつけた何か、検定とかクイズとか川柳のような、そういった形のアプローチという

のも考えていいのではないかなと思いました。 
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○毛利議長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○阿真構成員 すごく情報があふれているので、人に伝えることが易しいということでは

ないのですけれども、薬剤耐性の私たち一般の人たちが受けるメッセージの中身自体はと

てもシンプルかなというように思っています。 

 伝えることが易しいということではなくて、メッセージの中身自体は、医師が不要だと

判断したときは使わなくていいという。子供の風邪はほとんどウイルスだから、親子に伝

える場合、抗菌剤は要らないのだよということは余り反発が来る話ではなくて、うんうん

という。すごくほかのワクチンとかの話ですと、どうしもて何十人の中に何人かはすごく

疑問を持ってかなり質問が来たりとかということはあるのですけれども、抗菌薬について

は、もうみんなうんうんとわかるという感じで進むので、そのメッセージの中身自体はシ

ンプルなので、それは伝えていくことが大切かなと思うのです。 

 今日、びっくりしてしまったことが１つありまして、私、厚労省のいろいろな会議とか

に出させていただいているのですが、後ろを見てみると、とても少ないということに、先

ほどちらっと見てしまって、おおっととてもびっくりしました。それは11月にイベントが

たくさんあったからこそ、薬剤耐性、もう既に報道されているからこそかもしれないので

すけれども、確かに委員に２名も報道の方がいらっしゃいますし、だからかなという気も

するのですが、それにしても少な過ぎませんか。 

 この会議を１つの区切りとして報道していただく。ネットメディアでもテレビでも新聞

でも、何でもいろいろなところで報道していただいて、初めて私たちはやっと目にする。

いろいろなところで見かけて、そうかと思えるというところがあるので、どこに行っても

目にするというような状況を11月はせめてつくりたいと思っているのですけれども、後ろ

を見て、先ほどあっと思いました。 

 あと具先生が、場に応じて使ってもらいたいからいろいろなものをつくっているよとお

っしゃっていたのですけれども、それもすごく大事だなと思っていて、本当にいろいろな

ところでいろいろな形でこういうものとか、いろいろな形で目にするということが一番届

く。１個、ばんとやって終わりではなくて、いろいろなところであちらでも見たけれども、

こちらでも見たというような形でやっとメッセージが届くのではないかなと思います。 

 以上です。 

○毛利議長 今、阿真構成員がおっしゃったことは、我々の大きな課題でもあるかもしれ

ませんね。メディアの方に関心を持ってもらうにはどうしたらいいかということですね。

今日、構成員のメディアからの方はみんな、いわゆるマスメディアの方なのですけれども、

これからはソーシャルメディアなど個人の情報発信も非常に影響してくるのではないかな

と思います。 

各地域で、それぞれ地域の特色にあわせた情報発信することも大切だと思うのですが、そ

ういう意味では、全国知事会の鶴田さん、いかがですか。 
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○鶴田氏（川勝構成員代理） 個人的な意見を発言させていただきますけれども、１つは、

個人を対象とするのか、組織を対象とするのかという切り分けがあると思います。個人を

対象にしたときに、昔、こういう細菌を扱った漫画がありました。それは個別の名前を出

していいかよくわかりませんけれども、『もやしもん』という13巻にわたる漫画がありま

した。その中にこの耐性菌のことを書いて、昔は、善玉菌と悪玉菌というけれども、耐性

菌は一種の悪玉菌なのかもしれませんが、１枚の紙でもいいし、ワンストーリーでもいい

のですが、そういう形でアニメとか漫画とかを提供するのも個人に対してのアプローチの

１つの方法と思います。 

 組織に対してということになると、先ほどのところに係るのですけれども、働き盛り世

代、もしくは介護福祉関係とか入居者については、例えば働き盛り世代については大きな

企業では産業保健関係者がいるので、そこに対するアプローチ、産業医とか衛生管理者、

そういうアプローチの仕方も１つかと思います。 

 施設入居者とか介護福祉関係者については、各県にそれぞれの団体の組織があります。

その組織を介して情報提供して、介護関係者に理解をしてもらうというアプローチもある

と思います。 

 私は全国知事会の代理で来ていますけれども、別途、いわゆる健康福祉とか保健福祉部

のネットワークの全国衛生部長会の会長をしています。そういう組織を通じて各都道府県

に流す。その団体のメンバーが昔はほとんどが医者だったのですが、現在、健康福祉にな

って福祉関係の分野が多くなっている関係上、事務職が多くなってきています。具先生に

お願いをしたいと思うのは、その衛生部長会の会合に例えば10分間ぐらい講演をしてもら

うか、情報提供してもらうか、そういうものをもし機会があれば検討していただきたい。 

 以上です。 

○毛利議長 どうもありがとうございます。 

 今日、NHKの構成員の方はご出席されていないのですが、NHKにはいろいろな医療や健康

に関係する番組があるので、そういうようなものに取り上げていただけたらすごく効果的

かなと思っております。何かの形で伝えられればと思います。メディアの存在というのは

非常に重要ですし、高齢者などマスメディアでないとなかなか伝わらない対象もあります

ので、よろしくお願いいたします。 

 いろいろな意見が出たのですが、時間がもう迫ってまいりまして、今日の議事を終わら

なければいけないのですけれども、全体的を通しこれだけは言っておきたいということは

ありませんか。どうぞ。 

○徳田構成員 研修医とか若手医師を教育している立場の総合診療医をやっております徳

田です。 

 先ほど資料２の６で、アクションプランの成果目標、成果指標、なかなか厳しいなと思

います。これは確かに数字を追いかけるのがいいのかという議論もあるかと思います。確

かに私も適正な使い方が重要であって、減らせばいいというものではないと思うのですけ
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れども、実際、現場のドクターの教育活動をやってみて、私も作業部会の委員で一緒にマ

ニュアルをつくったのですが、マニュアルに対する批判とか、あのマニュアルはなかなか

浸透していない。実際、風邪とか下痢に抗菌薬が使われている。高齢者のポリファーマシ

ーの問題は医師というのが大きなステークホルダーという話でしたので、働きかける対象

の中にも医師、特に若手医師、そういった人たちをどんどん教育していくのが重要かな。 

 そういう意味では、マニュアルがどういうような使われ方をしているのかの意識調査と

か、実際に臨床現場で風邪とか胃腸炎に抗菌薬がどの程度使われているのかという疫学的

な調査とか、そして、この問題自体が地球規模の問題なので、各国に成功事例があると思

うのです。実際、私がシステマチックレビューとかやっても、いろいろな国のいろいろな

エリアで成功事例があるので、その成功事例を持っている人たちを呼んで、むしろ世界的

なイベントとして、その知恵をシェアする。 

 私はChoosing Wisely Japanというのをやっているのですけれども、Choosing Wisely 

Japanがいいのは、各国の成功事例があるので、それをみんなでシェアして、それでまた各

国に帰って、その介入を地道にやるといった活動ができましたので、この問題も地球、恐

らく世界から発信された問題を日本で引き継いでいると思います。そういった知恵をお互

いシェアしながらやっていって、若いドクターもどんどん教育していくといったこともお

願いしたいなと思います。 

○毛利議長 どうもありがとうございます。 

 時間が、もうそろそろ終わりに迫ってきたのですが、まだ発言されていない方はいらっ

しゃらないですね。 

 ということで、いろいろな多様な御意見を伺いましたので、これを事務局のほうで反映

して、また来年につなげていきたいと思います。５年間のミッションですけれども、毎年

毎年、PDCAを回しながら、来年はさらにいいものにつなげていきたいと思いますので、皆

さんの御協力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局のほうから、最後に何か御連絡はありませんか。 

 それでは、今日はどうもありがとうございました。 


